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　５月22日、本会第71回通常総会を開催いたしました。
　当日は、本会会員等約100名が出席し、福田富一栃木県知事をは
じめ、多数のご来賓の方々にご臨席いただきました。
　議事では、令和７年度事業報告及び収支決算の承認をはじめ、令
和８年度事業計画（案）及び収支予算（案）など全７議案について
審議が行われ、いずれも原案どおり承認可決されました。
　主催者挨拶において、本会の横倉正一会長は、原材料価格高騰や
人手不足など厳しい経営環境に触れ、協同組合による連携の重要性
を強調しました。また、本会として会員組合への支援強化に取り組
むとともに、創立70周年記念事業「組合まつり in 栃木2026」の
成功に向け、準備を進めていく考えを示しました。
　本会では、国・県等の関係機関と連携しながら、省力化投資や生
産性向上、事業承継等に関する支援事業を積極的に展開するととも
に、巡回指導を通じた伴走型支援の充実に取り組んでまいります。

　５月15日、栃木県青年経営者中央会の第52回通常総会及び組合
青年部講習会を開催しました。
　第１部の通常総会では、令和７年度事業報告及び収支決算書の承
認をはじめ、令和８年度事業計画（案）及び収支予算（案）など全
４議案について審議が行われ、いずれも原案どおり承認可決されま
した。また、任期満了に伴う役員改選が行われ、物流ネットワーク
栃木協同組合青年部より嶋田拓未氏が会長に就任しました。嶋田会
長は、「青年部活動を通じて組合間の交流を深めるとともに、地域
や業界の発展につながる活動に取り組んでいきたい」と抱負を述べ
ました。
　第２部の組合青年部講習会では、栃木クラフトビール協同組合副
理事長の山下創氏を講師に迎え、「クラフトビールを通した地域ブ
ランドの作り方」をテーマに講演が行われました。
　講演では、県内のビール麦生産の歴史や商品づくりへのこだわり
に加え、地元産ビールを地域資源として活用し、観光振興や地域ブ
ランドの定着につなげていく組合の取組やビジョンについて述べら
れました。会場では試飲も行われ、参加者はそれぞれ異なる味や香
りを持つビールを飲み比べながら、商品の差別化やブランドづくり
の工夫について理解を深めました。

■  栃木県中小企業団体中央会　第71回通常総会

■  栃木県青年経営者中央会　第52回通常総会及び組合青年部講習会

～会員組合等の取組・中央会の活動をご紹介！～ＴＯ ＰＩＸ
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横倉正一会長の挨拶

新会長に就任した嶋田氏の挨拶

福田富一栃木県知事の祝辞

山下氏による試飲を交えた講演の様子



22

令和 年 月 日より第 回目の申請が開始された本補助金は、新分野展開、業態転換、事
業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を
有する、中小企業等の挑戦を支援するものとしています。

建物費、建物改修費、設備費、システム購入費、外注費（加工、設計等）、研修費（教育訓
練費等）、技術導入費（知的財産権導入に係る経費）、広告宣伝費・販売促進費（広告作成、
媒体掲載、展示会出展等）等。

事事業業再再構構築築補補助助金金のの概概要要ににつついいてて 特特
集集 

～～企企業業のの思思いい切切っったた事事業業再再構構築築をを支支援援～～ 

① 申請前の直近６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前の同３か月の

合計売上高と比較して ％以上減少している中小企業等。

② 事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定し、一体となって事業再構築に

取り組む中小企業等。

③ 補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均 一部 ％ 以上増加、

又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均 一部 ％ 以上増加の達成。

主要申請要件

通常枠 補助額： 万円～ 万円 補助率：２ ３

卒業枠 補助額： 万円超～１億円 補助率：２ ３

※卒業枠：資本金又は従業員を増やし、中堅・大企業等への成長を目指す事業者

中小企業

通常枠 補助額： 万円～ 万円 補助率：１ ２又は１ ３

グローバルＶ字回復枠 補助額： 万円超～１億円 補助率：１ ２

※グローバル 字回復枠：グローバル展開を目指す事業者

中堅企業

補助対象経費

令和８年度中央会支援事業のご案内

　本会では、組合及び組合員の皆様が抱える様々な課題に対応するため、各種支援事業を実施してお
ります。今月号の特集では、組合運営や人材育成、販路開拓、防災対策など、目的に応じて活用でき
る支援メニューの一部をご紹介します。
　今年度も幅広い相談内容に対応する専門家派遣事業をはじめ、組合活動や企業経営に役立つ様々な
事業を展開しておりますので、ぜひご活用ください。

組合の運営体制の整備を行いたい

〇専門家派遣事業
　組合運営や法律、経理、労務など、組合等が抱える様々な課題に対し、専門家を派遣し
て解決を支援します。（対象：10組合等）

〇団体協約普及活用促進事業
　取引先との価格交渉や価格転嫁の円滑化に向け、団体協約や団体交渉に関する講習会・
検討会を開催し、専門家を活用しながら組合の取組を支援します。（対象：６組合）

人づくり・組織づくりを進めたい

〇人材採用・定着力強化セミナー開催事業
　人手不足への対応に向け、人材確保や定着率向上につながるセミナーを開催し、組合や
組合員企業を支援します。

〇事業承継促進支援事業
　組合員の高齢化や後継者不足への対応に向け、中小企業診断士等の専門家を活用し、事
業承継や後継者育成を支援します。（対象：１組合）

〇優先的課題解決型講習会
　中小企業が直面する人手不足や生産性向上などの共通課題に対応するため、解決手法や
先進事例を学ぶ講習会を開催します。

〇青年経営者中央会の活用
　会員組合の青年部等を対象に、研修会や県内外との交流会を開催します。情報交換や人
的ネットワークの構築を通じ、若手経営者の経営力向上や組合活動の活性化を図ります。
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組合活動の活性化をしたい

〇取引力強化推進事業　  ただいま募集中！
　組合等が連携して行う販路開拓や情報発信、ブランド力向上等の取組に対し、費用の一
部を助成します。これまでに、ホームページのリニューアルやパンフレット・動画制作、
ブランドロゴ作成などに活用されています。
【募集期間】５月11日（月）～７月３日（金）
【補 助 率】２／３　　　　【対　象】２組合

〇組合等販路開拓コラボ支援事業
　県内の食品関連組合を対象に、組合員企業の隠れた逸品を活かした有名ブランドとのコ
ラボ商品開発や販路開拓を、専門家を交えながら支援します。（対象：組合員等）

組合で災害時の対策をしたい

〇緊急時組合連携事業
　災害への備えが重要となる中、防災対策や組合間連携による復旧支援ネットワークの構
築を目的として、講習会の開催や専門家派遣を行います。（対象：組合員等の団体）

〇組合等中小企業ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援事業
　災害時の事業継続や早期復旧に向け、ＢＣＰ（事業継続計画）や事業継続力強化計画の
策定を、専門家を交えながら複数回にわたり支援します。（対象：６組合程度）

組合のいろはを学びたい

〇中小企業組合士養成事業　  ただいま募集中！
　組合制度や運営、会計などの基礎知識から実務まで学べる講座を開講します。また、中
小企業組合士（全国中央会認定資格）取得に向けた試験対策も行います。一部科目のみの
受講も可能です。
【開催時期】７月～８月予定
※詳細は同封の折込チラシをご確認ください。

　本誌では、今年度事業計画の一部をご紹介しております。各事業の詳細については、中央会
各担当職員までお気軽にお問い合わせください。
　なお、事業によっては募集状況等により、受付を終了する場合があります。
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未来へつなぐ事業承継
―承継の選択肢とその先の成長を考える―

　これまでの連載では、事業承継の必要性、準備不足による失敗例、成功企業の共通点、そし

て人・資産・知的資産の棚卸しと事業承継計画の重要性を見てきました。最終回となる今回は、

「誰にどう承継するのか」という選択肢と、「承継後にどう成長につなげるのか」という視点を

整理します。

　事業承継は、単に経営者が交代することではありません。会社の未来を誰に託し、その後どの

ような経営を実現していくのかを考える取り組みです。

１．事業承継の主な選択肢
　事業承継には、大きく分けて三つの選択肢があります。

　一つ目は、親族内承継です。経営者の子どもや親族が後継者となる方法で、経営理念や社風、

家業としての思いを引き継ぎやすい特徴があります。一方で、親族に適任者がいるとは限らず、

本人の意思や能力、家族間の感情面への配慮も必要です。

　二つ目は、従業員承継です。社内事情を理解し、取引先や従業員との関係も築いている人材に

承継する方法です。社内外の安心感につながりやすい一方で、株式取得などの資金面や、経営者

としての覚悟・支援体制づくりが課題になります。

　三つ目は、第三者承継です。Ｍ＆Ａを含め、親族や社内以外の第三者に事業を引き継ぐ方法で

す。後継者が見つからない場合でも、事業や雇用、技術を残せる可能性があります。外部の経営

資源や販路が加わることで、成長につながることもあります。ただし、相手先の選定、条件調整、

承継後の信頼関係づくりが重要です。

２．「誰が継ぐか」だけでなく「どう続けるか」
　どの承継方法を選ぶかを考える際に大切なのは、単に「誰が継ぐか」だけで判断しないことで

す。むしろ、承継後にどのような会社を目指すのかという視点が重要になります。

　親族に候補者がいても、本人に意思がない場合や、準備が整っていない場合があります。逆に、

親族ではなくても、社内に会社をよく理解し、周囲から信頼されている人材がいれば、従業員承

継の方が自然な場合もあります。社内外に適任者がいない場合には、第三者承継を早めに視野に

入れることで、選択肢を広げることができます。

　判断の際には、自社の強みを最も活かせるのは誰か、従業員や取引先が安心できるか、経営権

や資本の整理に無理がないか、承継後の成長を担えるかを考える必要があります。事業承継は、

後継者探しではなく、会社の未来のかたちを選ぶ行為でもあるのです。
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３．承継後に引き継ぐべきもの
　承継というと、株式や設備、不動産などに目が向きがちです。しかし、実際に会社の競争力を

支えているのは、それだけではありません。

　顧客との信頼関係、技術やノウハウ、取引先との付き合い方、社内文化、ブランドの背景、地

域とのつながりなど、前回取り上げた知的資産も重要な承継対象です。これらは数字では表しに

くく、財務諸表にも表れません。しかし、その会社らしさや、選ばれ続ける理由を支える大切な

価値です。

　承継後に会社が安定するかどうかは、経営権や資産を渡したかだけではなく、こうした見えな

い価値を引き継げたかにも左右されます。そのためには、「何を守るべきか」と「何を変えるべ

きか」を整理することが欠かせません。

４．承継後の成長という視点
　事業承継は、守りの対応であると同時に、成長のきっかけにもなります。後継者は、これまで

の経営を引き継ぐだけでなく、新しい視点で事業を見直す立場でもあります。

　例えば、新しい顧客層への展開、商品・サービスの磨き直し、業務改善、デジタル活用、組織

体制の見直しなどは、承継を機に取り組みやすいテーマです。先代が築いてきた信用や取引基盤

を活かしながら、後継者が新しい発想で次の一手を考えることで、会社は次の成長段階へ進むこ

とができます。

　もちろん、承継直後は守りを固めることも重要です。従業員や取引先が不安にならないよう、

基本方針を共有し、顧客との関係を丁寧に引き継ぐ必要があります。そのうえで、何を守り、何

を変えるのかを明確にしていくことが、承継後の成長につながります。

　　　
５．おわりに
　事業承継は、これまで築いてきた価値を次の世代へつなぎ、その先にどのような会社を目指す

のかを考える取り組みです。

　これまでの連載で見てきたように、早めの準備、対話、棚卸し、計画づくりは、いずれも未来

を選ぶための土台です。事業承継には、経営、税務、法務、労務、資金など幅広い論点が関わる

ため、経営者や家族だけで抱え込まず、支援機関や専門家を活用することも大切です。

　事業承継について不安や関心をお持ちの方、事業承継計画の作成や承継後の方向性について考

えたい方は、ぜひ栃木県中央会にご相談ください。中小機構も一緒にサポートいたします。

【中小機構　事業承継ポータルサイト】
　https://jsf.smrj.go.jp/
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景況天気図（前年同月比の DIDI値） DIDI値の推移（対前年同月比）

※DI（Diffusion Index）値とは、景気の動きを
とらえるための指標です。各景況項目について
「増加・好転」との回答した業種から、「減少・
悪化」との回答をした業種の割合をもとに示し
ております。

売 上 高

在庫数量

販売価格

取引条件

収益状況

資金繰り

設備操業度

雇用人員

業界の景況

全　体 製造業 非製造業
▼栃木県

▼全国

30以上

－30以上
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－

概要

景況天気図（前年年同⽉月⽐比の DI値）
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全全体体   製製造造業業   非非製製造造業業  

売売上上高高  

在在庫庫数数量量  
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収収益益状状況況  

資資金金繰繰りり  

設設備備操操業業度度  

雇雇用用人人員員  

業業界界のの景景況況  
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DDII 値の推移（対前年年同⽉月⽐比）  

▼栃⽊木県  

  

〜～52名の情報連絡員による報告〜～

「増加・好転」との回答した業種から、「減

示しております。

DI値
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〜～52名の情報連絡員による報告〜～

「増加・好転」との回答した業種から、「減

示しております。

DI値

　４月の県内ＤＩ値は、前月比で売上が7.7ポイント増加、収益は1.9ポイント、景況が7.7ポイントの減少
となった。

　県内の中小企業の景況は、収益状況や資金繰りは引き続き低迷しており、コスト負担の重さが経営を圧

迫している状況であり、不安定な中東情勢も相まって、景気回復の足取りは依然として不明瞭である。

　エネルギーを始めとする様々なコストが上昇し続ける現在の状況において、企業には引き続き省エネ化

に向けた投資やＤＸ化による効率化など、持続的な経営改善に取り組んでいく必要があるといえる。

令和８年４月分
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概要

景況天気図（前年年同⽉月⽐比の DI値）

on

全全体体   製製造造業業   非非製製造造業業  

売売上上高高  

在在庫庫数数量量  

販販売売価価格格  

取取引引条条件件  

収収益益状状況況  

資資金金繰繰りり  

設設備備操操業業度度  

雇雇用用人人員員  

業業界界のの景景況況  

       30 以上    10 以上 -10 以上

景景況況 レポート

DDII 値の推移（対前年年同⽉月⽐比）  

▼栃⽊木県  

  

〜～52名の情報連絡員による報告〜～

「増加・好転」との回答した業種から、「減

示しております。
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〜～52名の情報連絡員による報告〜～

「増加・好転」との回答した業種から、「減

示しております。

DI値

食 料 品

繊維工業

木 材 ・
木 製 品

印　　刷

窯 業 ・
土石製品

鉄鋼・金属

一般機器

卸 売 業

小 売 業

サービス業

建 設 業

運 輸 業

製
造
業

非
製
造
業

※情報連絡員の方より頂いたコメントの中から一部掲載しています。
　集計結果の詳細は本会HP（http://www.tck.or.jp/）をご覧ください。

中東イラン情勢の問題による包装資材・フィルム類の値上げや入荷不安で、生産が続
けられるか心配している。関連して、重油をはじめとして、燃料価格の上昇も心配の
種である。
従業員については、若手社員の流動化が進み、退職による人手不足が続いている状況
である。
市場においては、物価上昇に伴う消費者の買い控えが進んでおり、自社製品の値上げ
が受け入れられても販売数量が減少し、業績が厳しくなっている事業者も見られる状
況である。一方で、一部同業者の廃業により特定商品の受注は増加しているものの、
生産能力不足から供給対応に苦慮している状況である。（めん類製造業）

前年同月比で売上は減少した。業界全体の景況の悪化と加工賃ＵＰがされない事が要
因だが、向こう３ヶ月の生産数量の減少も非常に厳しさが増している。年々減少する
生産数量の補充に日々努めているが、取引先の回答は「多く発注できない」、「加工賃
が合わない商品は他社もしくは生産中止」である。工業資材の賃上げ含め、先行きが
見通しできない。（縫製業）

住宅向け資材は石油由来製品の値上げや出荷制限による駆け込み注文の増加と思われ
る品薄が続いており、かなりの混乱をきたしている。いっそうの住宅価格の値上り、
納期遅延による引き渡しの遅れにより、販売先の資金繰りにも影響していると思われ、
状況を注視している。梱包向け資材は引き続き堅調に推移し、昨年の売上げを上回る
状態が続いている。（木材・木製品製造業）

用紙や資材価格の値上げが続いているが、中東戦争の影響はまだこれからであり、更
なる値上げ、供給の不安で予断を許さない状態である。（印刷業）

春の陶器市が行われ８日間で約34万人の来場があった。業界全体的に良い形になって
おり、陶器市以外での来場も増えてきた。（陶磁器・同関連製品製造業）

仕入価格の上昇、人材不足、人件費などの経費増加に加え、中東情勢の影響で原材料
の仕入れに困難が生じている。（金属製品製造業）

売上高はここ数ヶ月増加している回答が多いが、あわせて仕入単価も上昇しているた
め、なかなか収益の好転に結びついている組合員は少ない。その他の項目については、
不変との回答がしばらく続いている。
現在、製造現場で抱えている主な問題は、原材料費や電気代などのコスト増に加え、
ベテラン依存による技術継承の停滞、人手不足や採用難である。金利上昇については、
今のところ大きな影響は出ていないものの、やや影響が出始めているとの回答と拮抗
しており今後は影響が出てくると思われる。
日経平均株価がＡＩ関連銘柄などに牽引され、６万円台に突入したが特に影響はなく
原材料高など間接的にマイナス影響を感じている組合員も見られた。（一般機械器具
製造業）

業種・取扱商品によって流通量の増減に差がある。イラン情勢の悪化により、燃料価
格の上昇や石油を原料とする製品の不足が生じ、物価高にも拍車がかかり、仕入コス
トが上昇したため、厳しい状態になっている。また、従業員の確保が難しい状況に加
え、賃金引き上げへの対応も進める中で、原資の確保だけでなく、労働時間の問題に
ついても検討していく必要があり、課題は多い。（各種商品卸売業）

昨年に比べ、県内の業界全体で人手不足による操業度低下が見られる。また、ＬＰＧ
販売に関しては、ホルムズ海峡問題に端を発した為替の急騰により、卸価格が急激に
上昇した。商材の性質上、即時の価格転嫁が難しいことから、粗利が大幅に減少する
企業の増加が懸念されており、世界情勢の早期安定が望まれる。（その他の小売業）

４月の宿泊は、１月・２月と比較して高稼働で推移した。（宴会）原材料高や物価高
に加え中東情勢の影響により、ホテルの宴会需要には悪影響が見られ、４月も利用状
況が予測ほどではなかった。（飲食店）物価高による利用控えの影響が飲食店にも出
ているように感じる。特に原材料価格の高騰の影響が大きい。（旅館・ホテル）

ホルムズ海峡封鎖問題により、原油由来のプラスチック系材料の入荷が激減しており、
業務に支障が出ている。またその影響による製品の値上げが相次いでおり、工事の設
計・施行に困難が生じている。（管工事業）

組合員各自の売り上げ的には問題ないと思うが、今年に入ってから３名の廃業者がお
り毎月の賦課金収入の減少が事業者の少ない組合には運営上大きな痛手である。個人
タクシー免許の新規合格者も２名いるが開業までは至っておらず本人のためにも組合
のためにも早期の開業が待たれる。ＧＷの人の動きも４月は飛び石連休の為今年は目
立っての動きがない。（一般乗用旅客自動車運送業）
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奈良県の水道協同組合初の連携事業継続力強化計画
橿原市上下水道協同組合（奈良県）

（「令和７年度  組合資料収集加工事業報告書」より転載）

　事業協同組合定款参考例第52条第２号（理事会の議決事項）において、理事会の議決事項として「そ
の他業務の執行に関する事項で理事会が必要と認める事項」とありますが、同規定中「理事会が必要
と認める事項」とあるのは「理事長が必要と認める事項」の誤りではないですか？

Q&A	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 役員の任期伸長規定について

通常総会の日が役員の任期を超えて開催されることがありますが、役員の任期

が切れることのないようにするには、どうしたら良いのでしょうか？

	
 	
 	
 	
 

通常総会が理事の任期を超えて開催されることがあるため、中協法第 36条第４項は「任
期を任期中の最終の決算期に関する通常総会の終結時まで伸長することを妨げない」と規

定しています。定款にこの規定を設けることにより、通常総会の日が年度によって異なる

のに応じて理事の任期が短縮または伸長され、常に通常総会の終結時の時をもって任期が

満了することになります。

また、理事の任期について、中協法第 36 条第１項では、「理事の任期は、２年以内にお
いて定款で定める期間とする」と規定していますので、２年以内の任期を定款で定めると

ともに、この伸長規定を設けることにより、通常総会開催前に理事の任期が切れることを

避けることができます。これにより、決算関係書類の承認に当たって、決算当時の理事に

現任者として説明の任に当たらせることができ、より適正な組合運営が期待されます。

なお、任期満了または辞任によって退任した組合の役員は新たに選任された役員が就任

するまで役員としての権利義務を有することとされていますが（中協法第 36 条の２）、こ
れは「退任した」役員の残任を義務付けた規定であって、役員の任期自体を伸長させるも

のではありません。	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 （全国中小企業団体中央会「組合質疑応答集」より転載）

Q
A 定定款款にに、、残残任任義義務務にに関関すするる規規定定をを設設けけてておおくくここととがが望望ままれれ

まますす。。 

伸伸長長規規定定をを設設けけたた場場合合、、就就任任日日かからら２２年年をを超超ええるる・・超超ええなないい（（満満たたなな

いい））ににかかかかわわららずず、、任任期期はは常常にに総総会会終終結結時時ままでで。。  

広告（栃木県信用保証協会）

POINT
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通常総会の日が役員の任期を超えて開催されることがありますが、役員の任期

が切れることのないようにするには、どうしたら良いのでしょうか？

	
 	
 	
 	
 

通常総会が理事の任期を超えて開催されることがあるため、中協法第 36条第４項は「任
期を任期中の最終の決算期に関する通常総会の終結時まで伸長することを妨げない」と規

定しています。定款にこの規定を設けることにより、通常総会の日が年度によって異なる

のに応じて理事の任期が短縮または伸長され、常に通常総会の終結時の時をもって任期が

満了することになります。

また、理事の任期について、中協法第 36 条第１項では、「理事の任期は、２年以内にお
いて定款で定める期間とする」と規定していますので、２年以内の任期を定款で定めると

ともに、この伸長規定を設けることにより、通常総会開催前に理事の任期が切れることを

避けることができます。これにより、決算関係書類の承認に当たって、決算当時の理事に

現任者として説明の任に当たらせることができ、より適正な組合運営が期待されます。

なお、任期満了または辞任によって退任した組合の役員は新たに選任された役員が就任

するまで役員としての権利義務を有することとされていますが（中協法第 36 条の２）、こ
れは「退任した」役員の残任を義務付けた規定であって、役員の任期自体を伸長させるも

のではありません。	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 （全国中小企業団体中央会「組合質疑応答集」より転載）

Q
	
 	
 	
 	
 A 定定款款にに、、残残任任義義務務にに関関すするる規規定定をを設設けけてておおくくここととがが望望ままれれ

まますす。。 

伸伸長長規規定定をを設設けけたた場場合合、、就就任任日日かからら２２年年をを超超ええるる・・超超ええなないい（（満満たたなな

いい））ににかかかかわわららずず、、任任期期はは常常にに総総会会終終結結時時ままでで。。  

広告（栃木県信用保証協会）

POINT

　代表理事が行う組合の業務執行は、法令または定款上、理事会の議決を必要とする事項及び重要な業
務執行については必ず理事会の決定に基づいて行わなければなりませんが、その際目的事項及びそれ以
外の業務執行事項は必ずしも理事会の議決に基づいて執行する必要はなく、代表理事自らの権限で決し
執行することができます。
　定款参考例第52条第２号でいうところの「業務執行に関する事項」は、後段の代表理事自らの権限で
決定し得る事項を指し、同号の規定は、これらの事項のうち、組合運営等の観点から代表理事の決定に
任せず、特に理事会の決定に基づいて執行する必要であると理事会が認めた場合は、理事会の議決事項
とする旨を定めたもので、この規定に誤りはありません。なお、「理事会が必要と認める事項」として、
例えば、組合借入の実行に関する件、組合員に対する保証に関する件などが挙げられます。

（全国中小企業団体中央会「組合質疑応答集」より転載）

　水道業界は水道設備の老朽化という大きな問題を抱えており、各地で水道管の損壊による陥没事故が発

生している。特に大規模地震発生時には甚大な被害が予想されるが、熊本・能登両地震の復旧支援活動を

通じて水道インフラの被害状況を目の当たりにし、奈良県内で同規模の災害が発生した場合、現行の体制

で早期復旧できるのかという危機感を抱いた。組合への信頼度低下を回避するためにも、早期復旧体制の

整備による事業継続力の強化は喫緊の課題であった。奈良県中央会事業「がんばる組合経営力強化・再構

築支援プログラム2024」を活用し、キックオフセミナー・集合研修・個別支援の３段階にわたる研修を実
施、災害からの早期復旧に向けた事業継続力計画の策定および計画策定後の定期的な訓練や教育実施体制

の整備に取り組んだ。策定にあたっては組合役員が主体となり、災害発生時における組合員の被災状況の

把握と情報共有、組合員間での相互協力体制の構築、災害対策本部の設置といったタスクマネジメントを

行い、誰がどの役割を担うべきかを議論することで、組合員自身が責任をもって遂行できる計画を目指し

た。また、専門家からの適宜アドバイスを受けつつ、よりよい事業継続力強化計画の策定につなげていく。

　2025年９月１日の「防災の日」には、本計画の一環として第１回防災訓練を実施し、当組合員に加え、
橿原市下水道部、奈良県広域水道企業団橿原事務所が参加した。

　応急電力（発電機）を使用したポンプの試運転、市が保有する給水車および緊急貯水槽からの給水・放

水手順の確認・動作テストなどを行ったが、ポンプ試運転時に過電圧・過電流による配電盤のトラブルが

発生し、機械装置設置メーカーや電気工事関係者でなければ対応困難な課題が浮き彫りとなった。この結

果、専門業者や異業種との連携および合同訓練の

必要性を認識し、大変有意義な訓練となった。

　事業継続力強化計画に基づき、第１回防災訓練

（2025年９月１日）を実施した。発生した電源ト
ラブルから異業種連携の必要性を再認識し、今後

の訓練や事態想定における新たな課題を抽出でき

た。それに伴い、他組合との連携強化に向け、令

和７年度は他地域同業組合理事長との面談を実施。

次年度以降の連携に向けて関係性を構築中である。

住　　所 〒634-0075　奈良県橿原市小房町8-30

Ｓ Ｎ Ｓ 【Instagram】kashihara.830 ホームページ ̶

設　　立 昭和54年３月５日 主 な 業 種 管工事業

組合員数 16人 出　資　金 20,580千円

住　　所 〒634

Ｓ Ｎ Ｓ 【Instagram】kashihara.830 

設　　立 昭和54年３月５日 主 な 業 種 管工事業

組合員数 16人 出　資　金 20,580千円

住　　所 〒634

Ｓ Ｎ Ｓ 【Instagram】kashihara.830 

設　　立 昭和54年３月５日 主 な 業 種 管工事業

組合員数 16人 出　資　金 20,580千円

ホームページ ̶ホームページ ̶ホームページ

設　　立 昭和54年３月５日 主 な 業 種 管工事業

組合員数 16人 出　資　金 20,580千円

理事会と代表理事との権限範囲について理事会と代表理事との権限範囲について
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厚生労働省からのお知らせ厚生労働省からのお知らせ

　人手不足や業務効率化への対応策として、厚生労働省では「働き方改革推進支援助成金」を設け
ています。本記事では、組合等でも活用可能な「団体推進コース」等をご紹介します。

１．団体推進コース
　事業主団体が、構成事業主の労働条件改善のためにした取組に対して最大500万円の助成金を支
給する制度です。
　組合で業務効率化の設備を導入したい、セミナーを通して構成事業主に周知したいことがあると
いった場合に活用が期待されます。
■対象者

　　事業協同組合、企業組合、協業組合などの事業主団体
■助成対象の取組

　　セミナーの開催、構成事業主が共同で利用する労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更
　新の事業、市場調査、展示会への出展など
■活用例

　・組合が共同で利用するディスプレイを導入し、会議や商品説明の効率化を図った。
　・製造業の組合がＡＲ・ＭＲ技術を活用した作業支援システムを導入し、人手不足対策や業務効率
　　化につなげた。
　・異業種組合が販路拡大に向けた共同展示会を開催し、来場者の意見収集や商品ＰＲを行った。

２．労働時間短縮・年休促進支援コース
　中小企業における労働時間の短縮や年次有給休暇の取得促進に向けた取組を支援する制度であり、
取組内容に応じて一定額の助成が受けられます。
　特に、労務管理の見直しや年次有給休暇の取得促進に取り組みたい場合に活用が期待されます。
　■対象要件
　　労働保険の適用を受ける中小企業事業主で、年次有給休暇の取得促進に取り組む事業者
　■助成対象の取組
　　労務管理用機器やソフトウェアなど、労働能率の増進に資する設備の導入、更新、労務管理担
　当者に対する研修など
　■活用例
　・労務管理用ソフトウェアを導入し、勤怠管理の効率化を図った。
　・納品書や請求書の発行・管理を電子化し、事務作業の効率化や労働時間短縮につなげた。
　・セルフ販売機器を導入し、接客業務の負担軽減や労働時間短縮を図った。

　※交付申請期限は、いずれも令和８年11月30日（月）午後５時です。
　　（国の予算額に制約されるため、期限前に受付を締め切る場合があります。）
　※交付要綱・支給要領、様式等の詳細については、厚生労働省の下記サイトをご参照ください。

団体推進コースについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200273.html

労働時間短縮・年休促進支援コースについて
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000120692.html

働き方改革推進支援助成金について
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中中央央会会かかららののおお知知ららせせ 

編集後記

栃木木県県中中小小企企業業団団体体中中央央会会 
栃木県宇都宮市中央 3-1-4 栃木県産業会館 3 階

TEL 028-635-2300  FAX 028-635-2302
栃木県中央会栃木県中央会

Facebook もやっています！
栃発刊元

　６月に入り、既に暑さが苦しい時期に差し掛かった
ことを感じる今日この頃ですが、皆様はいかがお過ご
しでしょうか。総会が終わり、事業活動に本腰を入れ
る組合も多いかと思いますが、暑さ対策などを念入り
に行い、体調を崩さないように心掛けましょう。
　年々温暖化の影響が出ていることもあってか、最近
では春先や秋でも暑さを感じることが珍しくない状況
です。こうしたこともあり、巷では日本の代名詞とも
いわれていた四季は、夏と冬だけの二季になってしま
ったとも言われています。しかし、春や秋の期間が短
くなったからこそ桜や紅葉といった一瞬の景色に、特
別感を覚えるようになった気がします。季節の形は変
化しましたが、その中で新しい楽しみ方や趣を見つけ
ていくことも時には重要かもしれませんね。（G.T）

編

集

後

記

★公式Ｘアカウントを開設しました★★公式Ｘアカウントを開設しました★

　補助金やセミナー情報等を　補助金やセミナー情報等を
随時発信しております。ぜひ随時発信しております。ぜひ
フォローのうえ、情報収集にフォローのうえ、情報収集に
ご活用ください。ご活用ください。

https://x.com/Chuokai_Tochigihttps://x.com/Chuokai_Tochigi

通常総会終了後の届出について通常総会終了後の届出について

決算関係書類の提出決算関係書類の提出
　組合は毎事業年度、通常総会の終了の日から２週間以内に、決算関係書類を所管行政庁に提
出することが法令（中小企業等協同組合法105条の２）で義務付けられています。なお、３年
連続して提出を怠ると休眠組合とみなされ、解散整理の対象となりますので注意が必要です。
所管行政庁が栃木県の組合は、当中央会に提出をお願いいたします。

＜提出書類＞
〇決算関係書類提出書　　　〇事業報告書　　　〇財産目録　　　〇貸借対照表
〇損益計算書　　　〇剰余金の処分又は損失の処理の方法を記載した書面
〇上記の書類を提出した通常総会又は通常総代会の議事録又はその謄本

※それぞれの書類は、中小企業等協同組合法施行規則に基づき、具体的な作成基準（様式）
　が定められております。

役員変更届の提出役員変更届の提出
　役員改選や代表理事の変更、役員の辞任・住所変更等があった場合は、変更の日から２週間
以内に、所管行政庁への役員変更届の提出が必要となります。
　なお、役員改選が行われた場合は、代表理事の変更の有無にかかわらず変更登記が必要とな
るほか、総会議事録や理事会議事録等の添付書類が必要となるため注意が必要です。

提出書類の様式や作成方法など、不明な点がございましたら、各組合の巡回担当職員まで
お気軽にお問い合わせください。


